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平成 20 年３月期 中間決算短信（非連結） 

平成 19 年 11 月 14 日 

上 場 会 社 名        浜井産業株式会社          上場取引所 東証二部 
コ ー ド 番 号         6131                         ＵＲＬ  http://www.hamai.com 
代  表  者 (役職名）代表取締役社長  （氏名）井上  忠 
問合せ先責任者 (役職名）常務取締役経理部長（氏名）山畑 喜義     ＴＥＬ(03)3491－0131 
半期報告書提出予定日  平成 19 年 12 月 17 日    配当支払開始予定日   平成 19 年 12 月４日 
  

（百万円未満切捨て） 
1. 19 年９月中間期の業績（平成 19 年４月１日～平成 19 年９月 30 日） 
 (1) 経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 百万円    ％

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

5,082 △16.7 
6,103  50.0 

637  △30.0
911   58.2

589  △27.9 
818   64.8 

483   18.1
409   46.4

19 年３月期 12,624   － 1,871    － 1,703    － 692    －
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

  円 銭  円 銭

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

14.86 
12.58 

－
－

19 年３月期 21.26 －
(参考) 持分法投資損益 19 年９月中間期  －百万円  18 年９月中間期  －百万円  19 年３月期  －百万円 
 
 (2) 財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

11,454 
11,274 

3,183
2,653

27.8 
23.5 

97.84
81.48

19 年３月期 12,160 2,915 24.0 89.54
(参考) 自己資本   19年９月中間期 3,183 百万円  18年９月中間期 2,653 百万円  19年３月期 2,915 百万円 
 
 (3) キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年９月中間期 
18 年９月中間期 

489 
950 

△240
△233

307 
△414 

1,630
910

19 年３月期 1,258 △306 △485 1,073
 
2. 配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭

19 年３月期 － 6.00 6.00 

20 年３月期 3.50  

20 年３月期（予想）  3.50
7.00 

 
3. 20 年３月期の業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 円 銭

通 期 11,000 △12.9 1,540 △17.7 1,410 △17.2 800 15.5 24.58
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4. その他 

 (1) 中間財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間財務諸表作成のための基本

となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更   有 

〔(注)詳細は、19～22 ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」および 23～25 ページ「中

間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 
 
 

 (2) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 19 年９月中間期 32,624,000 株 18 年９月中間期 

32,624,000 株 19 年３月期 32,624,000 株 

② 期末自己株式数    19 年９月中間期 82,000 株 18 年９月中間期 61,417 株 19 年３月期   

65,834 株 

(注) 1 株当たり中間（当期）純利益の算定の基礎となる株式数については、38 ページ「１株当たり情

報」をご覧ください。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績予想見通し等の将来に関する記述は､ 当社が現在入手している情報およ

び合理的であると判断する一定の前提に基づいており､ 実際の業績等は様々な要因により大きく異なる

可能性があります｡ 業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい

ては、３ページ「１.経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 



ファイル名:02_0693003121912.doc 更新日時:2007/11/06 23:50 印刷日時:07/11/09 4:38 
浜井産業株式会社(6131) 平成20年３月期 中間決算短信(非連結) 

― 3 ― 

１ 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油高に伴う原材料費等のコストアップ要因やサブプライム

問題に象徴されるアメリカ経済の先行きの不透明感等はあるものの、企業収益の改善・堅調な設備投

資・個人消費の回復等により、景気は緩やかな回復基調を持続しました。 

この間にあって当工作機械業界におきましても、需要は、そのグローバル化が進み、アジア・欧米を

中心とした外需により、堅調に推移中であります。 

そのような経済環境の中、当社も主要顧客であります半導体関連業界、デジタル家電業界等のハイテ

ク関連業界を中心に鋭意販売を展開してまいりました。 

その結果、経営成績は、以下のようになりました。 

① ラップ盤 

300ミリ径半導体シリコンウエーハの増産のための設備投資需要は継続しましたが、デジタル家電向

各種ガラス基板増産のための設備投資につきましては、発注時期の下半期へのずれ込み等があり、売

上高は2,699百万円（前年同期比40.5％減）となりました。 

なお、平成19年10月29日付で、公表させていただいた「中間業績予想の修正に関するお知らせ」の

中で、ご説明申しあげた当中間会計期間より変更しました「売上計上基準」の本セグメントへの影響

につきましては、従来の「出荷基準」でみた場合、売上高は3,211百万円（前年同期比29.2％減）であ

ります。また、他セグメントには、影響は出ておりません。 

② ホブ盤、フライス盤、レンズ加工機 

ホブ盤は、アジア地域を中心に受注増となり、フライス盤、レンズ加工機についても、顧客の仕事

量増加に伴う設備増設需要から、売上高は967百万円（前年同期比179.5％増）となりました。 

③ ＣＭＰ・ＣＭＧ 

300ミリ径半導体シリコンウエーハ用の新製品の薄型対応機が引き続き売上に寄与し、売上高は351

百万円（前年同期比18.3％増）となりました。 

④ 精密部品、組立加工等 

ラップ盤の有力な顧客への消耗部品販売が好調なことに加え、品質向上のための既納機の改造部品

受注も増加したことにより、売上高は1,063百万円（前年同期比14.7％増）となりました。 

以上の結果、当中間会計期間の受注高は4,532百万円（前年同期比12.4％減)、売上高は5,082百万円 

(前年同期比16.7％減)、営業利益は637百万円（前年同期比30.0％減)、経常利益は589百万円（前年同

期比27.9％減)、中間純利益は483百万円 (前年同期比18.1％増）となりました。 

 

今後の見通しにつきましては、原油価格の高止まり、或いは希少金属の価格上昇に代表される原材料

費の高騰懸念や米国を中心とした世界経済の景気後退懸念はあるものの、当社の主要ユーザーでありま

すＩＴ・デジタル関連業界からの需要は、若干の波はあるものの引き続き堅調であり、マーケットも中

国・インド等のアジア市場から欧米等へさらにグローバルに拡大しつつあります。 

このような環境下におきまして、効率生産に注力し、業容の拡大と収益力の改善をはかり、経営基盤

の一層の強化を目指す所存であります。 

通期の業績見通しにつきましては、売上高は11,000百万円（前期比12.9％減)、営業利益は1,540百万

円 (前期比17.7％減)、経常利益は1,410百万円（前期比17.2％減)、当期純利益は800百万円（前期比

15.5％増）を見込んでおります。 

 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能

性があります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ556百

万円増加し、当中間会計期間末には、1,630百万円（前年同期比79.1％増）となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は489百万円（前年同期比48.5％減）となりました。 

プラス要因の主な内訳は、売上債権の減少額1,604百万円、税引前中間純利益594百万円であり、マイ

ナス要因の主な内訳は、仕入債務の減少額1,315百万円であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は240百万円（前年同期比3.1％増）となりました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出236百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果調達した資金は307百万円（前年同期比―）となりました。 

これは、下半期受注分の生産活動に備えて、手許資金を厚くするため調達を増やしたことによるもの

であります。 

 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 

  平成17年９月期中 平成18年３月期 平成18年９月期中 平成19年３月期 平成19年９月期中

自己資本比率 (％) 18.9 22.0 23.5 24.0 27.8

時価ベース 
自己資本比率 

(％) 74.1 118.4 77.4 87.3 69.9

キャッシュ・フロー 
対有利子負債比率 

(％) 646.9 1239.8 150.8 222.5 337.3

インタレスト・ 
カバレッジ・レシオ 

(倍) 8.0 3.6 33.5 22.1 14.1

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除後）により算

出しております。 

※ キャッシュ・フローは、中間キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、中間貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払いにつきましては、中間キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 

※ キャッシュ・フロー対有利子負債比率の中間会計期間での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算す

るため２倍にしております。 
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(3) 利益配分に関する基本方針および当期の配当 

当社は、安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要な課

題と位置づけております。 

配当につきましては、企業体質の強化および今後の事業展開等を勘案した上で､「業績・収益状況に

対応した配当の実施」を目指しております。 

当中間会計期間の中間配当金につきましては、財務体質の強化と今後の事業拡大に必要な内部留保の

充実等を勘案したうえで、平成19年10月29日開催の取締役会決議により、中間配当金は１株につき３円

50銭とさせていただきました。これにより、中間配当金総額は、113百万円となりました。 

なお、期末配当金は、１株につき３円50銭を見込んでおります。 
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(4) 事業等のリスク 

当社の業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。以下におい

て、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。当

社はこれらリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防および発生した場合の対応に努める方針で

あります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当中間会計期間末現在において当社が判断したものであり

ます。 

 

① 経営成績の変動について 

当社は工作機械業界に属し、主にＩＴ・デジタル関連業界のお客様に対し精密加工機械を販売して

おります。当業界の業績は、一般的に民間設備投資を中心とした景気動向に大きく影響を受けており

ます。当社関連製品の市場は現状では拡大基調に推移しておりますが、当社の業績は今後のＩＴ・デ

ジタル関連業界の景気動向、経済の振幅に大きく左右される可能性があります。 

 

② 技術革新について 

当社製品は主にＩＴ・デジタル関連業界で使用されることから、常に一層の高精度加工技術・新素

材加工技術の要請を受けております。これらユーザーの弛みない技術進歩要請および新製品の開発要

請につきましては、当社技術部を中心に積極的に取り組んでおりますが、当社の体制がユーザーのニ

ーズ吸収とそれに対する製品の開発・提供を適切に行いうるとの保証はありません。 

 

③ 製品の製造について 

当社は、基本的に全ての製品を当社足利工場１ヵ所において製造しております。万一、天災等によ

る生産設備への被害など不測の事態が生じた際には、当社製品の製造に支障を来す可能性があります。 

 

④ 人材の確保について 

当社製品に対する技術進歩要請が多様化・複雑化しており、優秀な技術者・組立工の確保が当社事

業の推進にとり極めて重要となっております。当社協力会社を含め、現時点では、必要な人材は確保

されていると考えておりますが、特に従業員の高齢化も進展していることから、今後継続的な人材確

保が出来なかった場合、将来的な事業展開の障害となりうる可能性があります。 

 

⑤ ＣＭＰのＯＥＭ生産事業について 

当社は明治機械株式会社との業務提携に基づき、｢ラップマスター」ブランドのＣＭＰ製品をＯＥＭ

生産しております。当社といたしましても製品改良面・新製品開発面で最大限の協力をいたしており

ますが、しかしながら、基本的に同製品の技術開発・営業活動は明治機械株式会社グループが行って

いるものであり、当社のＣＭＰのＯＥＭ生産は同社グループの業務活動に大きく影響を受けておりま

す。また、何らかの理由で同社との業務提携が継続できなくなった場合には、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。 
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⑥ たな卸資産の処分等について 

当社はユーザーからの個別受注生産を基本としておりますが、業界における受注競争が厳しい中で、

ユーザーからの短納期要求への対応が営業活動上の重要な課題となっております。生産管理の高度化

による適正部材在庫の確保によって、リードタイムの短縮に努めておりますが、ユーザーの需要予測

の変動等によっては、在庫リスクを抱える可能性があり、定期的なたな卸資産の適正化をはかるため

には、たな卸資産の評価減、廃棄損が発生する可能性があります。 

 

⑦ 製品の不具合・製造物責任について 

当社の製品が主にＩＴ・デジタル関連業界で使用される高精度加工機械であることから、各種不具

合が発生する可能性があります。また、当社の製品が何らかの欠陥のために利用者の生命、健康、財

産等に損害を与える可能性があります。当社では製品出荷時の検査、また、アフターサービスにおい

て万全の体制を敷いており、また、｢ＰＬ－ＣＥ作業委員会」で定期的に製品の危険性をチェックし、

さらに取扱説明書等の充実による予防措置に万全を期しておりますが、当社の重大な過失による不具

合または製造物責任問題が発生した場合、当社業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑧ 知的財産権の侵害について 

当社製品の製造に当たっては、当社所有のものもしくは適法に使用許諾を受けた知的財産権を使用

しておりますが、当社の認識の範囲外で第三者の知的財産権を侵害する可能性があります。当社では、

｢知的財産委員会」を設け、専従員を付けて従業員の特許出願を促進し、また、特許調査を行うことに

より、社内の生産・開発行為が他社の知的財産権を侵すことのないよう努めております。当社が第三

者より知的財産権に関する侵害訴訟等を提訴されている事実は現在ありませんが、知的財産権を巡っ

ての係争が発生した場合には当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑨ 環境への影響について 

当社製品の製造過程において、一部加工工程で、鋼材研削用の油や、製品塗装用の塗料を使用しま

す。その油や塗料、その他薬品につきましては、その管理、廃棄等の取り扱いは、常に厳正かつ慎重

に行い、周辺の環境への影響を排除すべく万全を期しておりますが、万一不測の事態の発生により、

油等の漏れが発生した場合には、周辺の環境へ影響を与える可能性があります。 

 

⑩ 為替相場の変動による影響について 

当社の輸出取引につきましては、邦貨立てを基本としておりますが、為替相場の大幅な変動によっ

ては邦貨立て価格の変更を余儀なくされる可能性もあり、当社の業績に影響を与える可能性がありま

す。 

また、稀に外貨建ての取引も発生することがあり、その際も現状適切なヘッジ手段を講じておりま

すが、急激な為替相場の変動によっては、当社業績に影響を与える可能性があります。 
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２ 企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社および非連結子会社２社で構成され、平面ラップ盤（以下ラップ盤)、ホブ盤、

フライス盤、レンズ加工機、マシニングセンタ、ＣＭＰ、その他の工作機械の製造販売を行っており、主

要な製品の用途および販売先主要業種は､ 次のとおりであります。 

なお、非連結子会社のうち、ハマイエンジニアリング㈱は、主に当社への人材派遣と当社製品のメンテ

ナンスサービス等の請負業務を行っております。 

 

機     種 用     途 販 売 先 主 要 業 種 

ラ ッ プ 盤 精密研磨加工 
ハードディスク基板・シリコンウエーハ・水晶振動子・液晶パネ
ル等の製造業 

ホ ブ 盤 歯車切削加工 時計・電動工具・釣具・事務機等の製造業 

フ ラ イ ス 盤 鋼材等の加工 金型製造業 

レ ン ズ 加 工 機 レンズ加工 
デジタルカメラ・カメラ付携帯電話向等のレンズ製造業および加
工業 

マ シ ニ ン グ セ ン タ 
金型加工・自動車等の
部品加工 

金型製造業、自動車部品加工業 

Ｃ Ｍ Ｐ 精密研磨加工 ＯＥＭ生産（最終販売先：シリコンウエーハ製造業） 

 

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 当社とハマイインタナショナル株式会社との間に営業上の取引はありません。 
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３ 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、創業以来の製品である歯車製造機械づくりで築いてきた精密加工技術を活かし、高精度加工

機械をＩＴ・デジタル関連業界を中心としたお客様へ、ニーズに即応して提供していくことを基本方針

としております。 

具体的には、以下３点を経営の基本方針として、策定しております。 

① ゆるぎない品質の精密機械で産業の発展に貢献する。 

② すべての事業活動において、環境保全に積極的に取り組む。 

③ 法令等の遵守を徹底するとともに、ステークホルダーのより高い満足を得ていく。 

当社は、この経営基本方針に基づいて、中長期的な発展・成長を実現するとともに、社会環境や安全

性に十分配慮し、より一層の企業価値向上に努めることを経営の指針としております。 

 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、顧客第一主義の観点からの「製品の品質最重視」と収益重視の経営の観点から「企業体力・

収益力の強化」を重要な経営目標としております。 

特に、収益力の強化につきましては、製品売価の適正化と原価低減諸施策の実行により、収益力のア

ップを目指しております。 

目標経営指標といたしましては、業績・収益状況に対応した配当を実現しつつ、企業体力の一層の充

実をはかることにより、平成19年３月期24％であった「自己資本比率」は、早期に30％以上の達成を目

指してまいります。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は､「中期経営計画｣（平成17年度～平成19年度）により、業績目標および経営戦略を策定の上、

強力に推進中であります。 

経営戦略につきましては､「事業戦略」とそれを支える「組織戦略」として、以下それぞれ３点を掲

げ、主力製品のマーケットにおけるポジション、競合状況を十分把握し、ユーザーのニーズに即応する

ことを最優先に取り組んでおります。 

＜事業戦略＞ 

① 新製品開発と市場調査の一層の強化 

② 新市場（特に海外マーケット）の開拓と新規顧客獲得に向けた営業活動の強化 

③ サービス・メンテナンス体制の充実・強化 

また、当社の経営戦略を支える最大の経営資源は人材であります。事業を拡大し、継続的に高い業績

を上げ、各ステークホルダーの期待に応えていくためには、十分な人材の確保と強固な組織体制の整備

が不可欠と考え、以下３点の「組織戦略」を推進中です。 

＜組織戦略＞ 

① 技術要員の拡充・強化等戦略的分野への人員の確保 

② 営業体制の強化 

③ 内部管理体制の強化（特に内部統制の構築） 

以上のような経営戦略を積極的に展開し、中長期的に安定した成長を目指し、一層の企業価値の向上

に努めてまいります。 
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(4) 会社の対処すべき課題 

当社は中期経営目標を達成し、かつ長期的に競争力を維持し、また成長していくために、以下の対処

すべき課題に積極的に取り組み、一層の業容の拡大、収益力強化を進める所存であります。 

① 技術開発力の強化 

市場・ユーザーのニーズに即応した新製品および競合他社と差別化した高品質かつ高機能、低コス

トの製品を素早く提供してまいります。 

② 営業体制の強化 

ユーザーのニーズを的確に把握するため、ユーザーに密着した営業体制をとり、迅速かつ適切な対

応を徹底します。 

海外市場・新規ユーザーの開拓も引き続き強力に推進してまいります。 

③ 子会社との協働 

サービス・メンテナンス業務を主業務とするハマイエンジニアリング㈱との連携を進め、一層の顧

客サービス向上を目指します。 

社内ノウハウ・技術の伝承も人材の育成とあわせて、さらに推進してまいります。 

④ 戦略的分野への人員の拡充・確保 

技術系新卒者の採用難等厳しい環境下ではありますが、技術開発力強化のための技術部員等戦略的

分野の人員は、継続して積極的に拡充・強化してまいります。 

⑤ 内部統制システムの確立と業務管理運営体制の強化 

いわゆる日本版ＳＯＸ法対応のための内部統制システム構築については、内部監査室を中心に内部

統制委員会にて、推進中です。 

システムの構築だけではなく、業務の効率化もあわせて目指してまいります。 
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４ 中間財務諸表 

(1) 中間貸借対照表 

(単位 千円) 

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

(資産の部)  
％ ％ ％

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  910,728 1,630,754  1,073,985

２ 受取手形 
※2,3 
,4 

1,830,873 290,816  1,885,840

３ 売掛金  2,782,210 3,385,680  3,394,900

４ たな卸資産  2,264,249 2,296,471  2,293,598

５ その他 ※５ 290,783 219,292  187,572

  貸倒引当金  △21,028 △9,375  △14,235

流動資産合計  8,057,818 71.5 7,813,640 68.2 8,821,661 72.5

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産 ※１  

(1) 建物 ※２ 901,228 944,272  898,166

(2) 機械及び装置 ※２ 242,504 220,399  241,921

(3) 土地 ※２ 1,667,439 1,667,439  1,667,439

(4) その他  107,146 273,111  124,344

有形固定資産合計  2,918,319 25.9 3,105,222 27.1 2,931,871 24.1

２ 無形固定資産  1,939 0.0 1,941 0.0 1,941 0.0

３ 投資その他の資産   

(1) 投資有価証券 ※２ 242,953 290,223  297,379

(2) その他 ※２ 64,634 255,251  118,654

 貸倒引当金  △11,331 △11,367  △11,236

投資その他の資産合計  296,256 2.6 534,107 4.7 404,797 3.4

固定資産合計  3,216,515 28.5 3,641,271 31.8 3,338,610 27.5

資産合計  11,274,334 100.0 11,454,912 100.0 12,160,271 100.0
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(単位 千円) 

  
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

(負債の部)  
％ ％ ％

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形 ※４ 3,295,875 2,605,496  3,587,376

２ 買掛金  1,209,159 832,476  1,166,254

３ 短期借入金 ※２ 952,350 717,000  717,000

４ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 

※2,6 ― 2,586,000  482,000

５ 未払法人税等  305,732 233,476  446,677

６ その他  459,644 530,778  472,364

流動負債合計  6,222,761 55.2 7,505,227 65.5 6,871,673 56.5

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※2,6 1,916,000 ―  1,600,000

２ 長期未払金  ― 264,294  10,125

３ 退職給付引当金  482,498 501,526  510,279

４ 役員退職慰労引当金  ― ―  253,089

固定負債合計  2,398,498 21.3 765,820 6.7 2,373,493 19.5

負債合計  8,621,260 76.5 8,271,048 72.2 9,245,166 76.0

(純資産の部)  
 

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金  2,050,186 2,050,186  2,050,186

２ 利益剰余金   

(1) 利益準備金  ― 19,534  ―

(2) その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  572,742 1,124,346  855,594

利益剰余金合計  572,742 1,143,881  855,594

３ 自己株式  △8,542 △14,689  △10,001

株主資本合計  2,614,386 23.2 3,179,377 27.8 2,895,778 23.8

Ⅱ 評価・換算差額等   

１ その他有価証券 
  評価差額金 

 38,687 13,573  19,413

２ 繰延ヘッジ損益  ― △9,087  △87

評価・換算差額等合計  38,687 0.3 4,486 0.0 19,326 0.2

純資産合計  2,653,073 23.5 3,183,864 27.8 2,915,104 24.0

負債純資産合計  11,274,334 100.0 11,454,912 100.0 12,160,271 100.0
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(2) 中間損益計算書 

(単位 千円) 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日至 平成18年９月30日)
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日 )
 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

区分 
注記 
番号 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

  ％ ％ ％

Ⅰ 売上高  6,103,946 100.0 5,082,274 100.0 12,624,016 100.0

Ⅱ 売上原価  4,751,197 77.8 3,918,654 77.1 9,808,170 77.7

売上総利益  1,352,748 22.2 1,163,620 22.9 2,815,846 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費  441,727 7.3 526,228 10.4 944,655 7.5

営業利益  911,021 14.9 637,391 12.5 1,871,191 14.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 10,917 0.2 15,232 0.3 24,223 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 103,321 1.7 62,664 1.2 192,256 1.5

   経常利益  818,617 13.4 589,959 11.6 1,703,158 13.5

Ⅵ 特別利益  3,382 0.1 4,729 0.1 10,270 0.1

  貸倒引当金戻入益  3,382 4,729  10,270

Ⅶ 特別損失  93,737 1.6 566 0.0 356,093 2.8

１ 固定資産売却損 ※３ 90,985 ―  90,985

２ 固定資産除却損 ※４ 471 566  585

３ 会員権評価損  2,280 ―  2,280

４ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

 ― ―  262,242

税引前中間(当期)純利益  728,263 11.9 594,122 11.7 1,357,335 10.8

法人税、住民税 
及び事業税 

 297,994 4.9 226,502 4.5 678,762 5.4

法人税等調整額  20,710 0.3 △116,016 △2.3 △13,835 △0.1

中間(当期)純利益  409,557 6.7 483,636 9.5 692,408 5.5
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位 千円) 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 2,050,186 163,185 163,185 △7,815 2,205,555

中間会計期間中の変動額  

 中間純利益 ― 409,557 409,557 ― 409,557

 自己株式の取得 ― ― ― △726 △726

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

 

中間会計期間中の変動額合計 ― 409,557 409,557 △726 408,830

平成18年９月30日残高 2,050,186 572,742 572,742 △8,542 2,614,386

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 
純資産合計 

平成18年３月31日残高 73,596 73,596 2,279,152

中間会計期間中の変動額 

 中間純利益 409,557

 自己株式の取得 △726

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△34,909 △34,909 △34,909

中間会計期間中の変動額合計 △34,909 △34,909 373,921

平成18年９月30日残高 38,687 38,687 2,653,073
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当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(単位 千円) 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 
利益準備金 

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 2,050,186 ― 855,594 855,594 △10,001 2,895,778

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当 ― 19,534 △214,883 △195,348 ― △195,348

 中間純利益 ― ― 483,636 483,636 ― 483,636

 自己株式の取得 ― ― ― ― △4,687 △4,687

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

  

中間会計期間中の変動額合計 ― 19,534 268,752 288,287 △4,687 283,599

平成19年９月30日残高 2,050,186 19,534 1,124,346 1,143,881 △14,689 3,179,377

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成19年３月31日残高 19,413 △87 19,326 2,915,104

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当  △195,348

 中間純利益  483,636

 自己株式の取得  △4,687

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△5,840 △8,999 △14,839 △14,839

中間会計期間中の変動額合計 △5,840 △8,999 △14,839 268,759

平成19年９月30日残高 13,573 △9,087 4,486 3,183,864
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前事業年度の要約株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位 千円) 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金
 

資本金 

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 2,050,186 163,185 163,185 △7,815 2,205,555

事業年度中の変動額  

 当期純利益 ― 692,408 692,408 ― 692,408

 自己株式の取得 ― ― ― △2,186 △2,186

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

 

事業年度中の変動額合計 ― 692,408 692,408 △2,186 690,222

平成19年３月31日残高 2,050,186 855,594 855,594 △10,001 2,895,778

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 
差額等合計 

純資産合計 

平成18年３月31日残高 73,596 ― 73,596 2,279,152

事業年度中の変動額  

 当期純利益  692,408

 自己株式の取得  △2,186

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

△54,182 △87 △54,270 △54,270

事業年度中の変動額合計 △54,182 △87 △54,270 635,951

平成19年３月31日残高 19,413 △87 19,326 2,915,104
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(4) 中間キャッシュ・フロー計算書 

(単位 千円) 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日至 平成18年９月30日)
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日 )
 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

区分 
注記 
番号 

金額 金額 金額 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  728,263 594,122 1,357,335

２ 減価償却費  71,712 84,740 158,721

３ 貸倒引当金の減少額  △3,382 △4,729 △10,270

４ 退職給付引当金の減少額  △28,020 △8,752 △239

５ 役員退職慰労引当金の 
  増加額又は減少額(△) 

 ― △253,089 253,089

６ 受取利息及び受取配当金  △528 △1,820 △1,465

７ 支払利息  28,733 35,044 57,182

８ 支払手数料  21,994 3,548 24,170

９ 有形固定資産売却損  90,985 ― 90,985

10 有形固定資産除却損  471 566 585

11 会員権評価損  2,280 ― 2,280

12 売上債権の増加額(△) 
  又は減少額 

 △287,935 1,604,243 △955,591

13 たな卸資産の増加額  △380,292 △28,804 △429,886

14 仕入債務の増加額 
  又は減少額(△) 

 1,157,674 △1,315,658 1,406,270

15 長期未払金の増加額  ― 254,169 ―

16 その他  36,253 298 62,293

小計  1,438,207 963,878 2,015,459

17 利息及び配当金の受取額  528 1,820 1,465

18 利息の支払額  △28,346 △34,746 △56,897

19 手数料の支払額  △22,877 △4,176 △23,662

20 法人税等の支払額  △436,657 △437,151 △678,267

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 950,855 489,624 1,258,098

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の 
  取得による支出 

 △124,020 △236,504 △338,664

２ 有形固定資産の 
  売却による収入 

 2,000 ― 243,295

３ 投資有価証券の 
  取得による支出 

 △100,229 ― △200,334

４ 関係会社株式の 
  取得による支出 

 △10,000 ― △10,000

５ その他投資の 
  取得による支出 

 △127 △4,283 △290

６ その他投資の 
  売却による収入 

 182 16 376

７ 短期貸付けによる 
  支出 

 △1,000 △450 △1,250

８ 短期貸付金の 
  回収による収入 

 160 865 655

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △233,036 △240,355 △306,213
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(単位 千円) 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日至 平成18年９月30日)
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日 )
 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

区分 
注記 
番号 

金額 金額 金額 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  1,480,000 320,000 1,800,000

２ 短期借入金の返済による 
支出 

 △2,574,500 △320,000 △2,894,500

３ 長期借入れによる収入  800,000 2,190,000 3,150,000

４ 長期借入金の返済による 
支出 

 △119,330 △1,686,000 △2,538,680

５ 配当金の支払額  ― △191,811 ―

６ その他  △726 △4,687 △2,186

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △414,556 307,500 △485,366

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  303,262 556,769 466,518

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 607,466 1,073,985 607,466

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 910,728 1,630,754 1,073,985
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(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式 

移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ①子会社株式 

同左 

  ②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は、移動平均法により算

定) 

時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

  評価基準 

   原価法 

  評価方法 

   製品、仕掛品 個別法 

   原材料    先入先出法 

 (2) たな卸資産 

同左 

 (2) たな卸資産 

同左 

 (3) デリバティブ 

    時価法 

 (3) デリバティブ 

同左 

 (3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。但

し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法

を採用しております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。但

し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備

は除く)については、定額法

を採用しております。 

  (会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

これにより営業利益、経常利益

および税引前中間純利益は、そ

れぞれ2,253千円減少しておりま

す。 

 (追加情報) 

法人税法改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

これにより営業利益、経常利益

および税引前中間純利益がそれ

ぞれ1,359千円減少しておりま

す。 
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前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、計上して

おります。なお、退職給付債

務については簡便法により算

定しております。 

 (2) 退職給付引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、計上しております。

なお、退職給付債務について

は簡便法により算定しており

ます。 

─────  (3) 役員退職慰労引当金 

───── 

 

 

 

 (3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規

程に基づく期末要支給額を計

上しております。 

  (追加情報) 

従来、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を役員退職慰労引当

金として計上しておりました

が、平成19年４月16日開催の取

締役会において、役員退職慰労

金制度を廃止することを決議い

たしました。また、平成19年６

月28日開催の定時株主総会にお

いて、同株主総会終結時までの

在任期間に対応する役員退職慰

労金の打ち切り支給および支給

の時期を各役員の退任時とする

ことを決議しております。これ

により、役員退職慰労金に係る

内規を廃止し、当中間会計期間

より役員退職慰労引当金は全額

取崩して固定負債の「長期未払

金」に計上しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

───── ───── 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている

場合は、特例処理を採用して

おります。 

また、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行ってお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジによっておりま

す。 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている

場合は、特例処理を採用して

おります。 

また、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行ってお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしている

場合は、特例処理を採用して

おります。 

また、為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行ってお

ります。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金の利息 

為替予約 外貨建金銭 

債権債務等 
 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

外貨建取引の為替相場の変動

リスクを回避する目的で為替

予約取引を行い、また、借入

金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っており

ます。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

各取引ごとにヘッジ有効性の

評価を行っておりますが、金

利スワップの特例処理の要件

を満たしている場合は、その

判定をもって有効性の判定に

代えております。 

また、為替予約については、

ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であ

り、継続して為替の変動によ

る影響を相殺する効果が見込

まれるため、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。 

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動また

はキャッシュ・フロー変動の

累計とを比較し、両者の変動

額等を基礎にして判定してお

ります。 

なお、金利スワップの特例処

理の要件を満たしている場合

は、その判定をもって有効性

の判定に代えております。 

また、為替予約については、

ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であ

り、継続して為替の変動によ

る影響を相殺する効果が見込

まれるため、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。

 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

各取引ごとにヘッジ有効性の

評価を行っておりますが、金

利スワップの特例処理の要件

を満たしている場合は、その

判定をもって有効性の判定に

代えております。 

また、為替予約については、

ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であ

り、継続して為替の変動によ

る影響を相殺する効果が見込

まれるため、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短

期的な投資 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

同左 
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(6) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計方針の変更 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間より「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成17年11月29日 企業会計

基準第４号)を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益が、8,265千円減少しており

ます。 

───── (役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号)を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益および税引前当

期純利益が、19,470千円減少してお

ります。 

───── ───── (役員退職慰労引当金) 

役員退職慰労金は、従来、支出時

の費用として処理しておりました

が、当事業年度より「役員退職慰労

金規程」に基づく期末要支給額を役

員退職慰労引当金として計上する方

法に変更しました。 

この変更は、企業会計基準第４号 

｢役員賞与に関する会計基準」によ

り役員賞与が引当金計上を含め費用

処理されることとなったことをはじ

め、監査第一委員会報告第42号「租

税特別措置法上の準備金及び特別法

上の引当金又は準備金に関する監査

上の取扱い」の改正についての公開

草案の公表を契機に、当社において

も将来の支出時における一時的負担

の増大を避け、期間損益の適正化お

よび財務内容の健全化をはかるた

め、役員退職慰労金を役員の在任期

間に亘って合理的に費用配分したこ

とによります。 

この変更により、当事業年度発生

額10,233千円は販売費及び一般管理

費へ、過年度分相当額262,242千円

は特別損失に計上しております。こ

の結果、従来と同一の方法を採用し

た場合と比べ、営業利益および経常

利益は10,233千円、税引前当期純利

益は272,475千円減少しておりま

す。 

なお、当該会計処理の変更が当下

半期に行われたのは、上記公開草案

の公表を契機に、従来の当社の優先

課題たる財務体質の強化および今後

の事業展開に必要な内部留保の充実

等も勘案しつつ、役員退職慰労金の

引当金計上について下半期に検討を

開始したためであり、平成19年３月

26日開催の取締役会で当該引当金計

上について、合意が得られたことに

よります。 
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前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

 

 

 

 

 

 従って、当中間会計期間は従来の

方法によっており、変更後の方法に

よった場合と比べ、当中間会計期間

の営業利益及び経常利益は10,233千

円、税引前中間純利益は272,475千

円多く計上されております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,653,073千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 

なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,915,192千円で

あります。 

財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。 

───── (売上高) 

従来、製品の売上計上基準につい

ては「出荷基準」によっておりまし

たが、当中間会計期間より、国内は 

｢据付完了基準」、海外は「船積基

準」に変更しております。 

この変更は、当社製品に対する顧

客からの仕様の多様化、高度化要求

等により、特に大型機械の出荷から

据付完了に要する期間の長期化傾向

が強まったため、売上債権の確実性

の確保及び期間損益の適正化をより

高めることを目的として行ったもの

です。 

これにより売上高が512,353千

円、売上総利益が144,645千円、営

業利益、経常利益および税引前中間

純利益は、それぞれ122,559千円減

少しております。 

───── 
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表示方法の変更 

 

前中間会計期間 

( 自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日 ) 
 

───── (中間貸借対照表) 

一年以内返済予定の長期借入金は区分掲記することと

しました。なお、前中間会計期間は短期借入金に

235,350千円含まれております。 

 



ファイル名:04_0693003121912.doc 更新日時:2007/11/08 1:42 印刷日時:07/11/09 4:38 
浜井産業株式会社(6131) 平成20年３月期 中間決算短信(非連結) 

― 26 ― 

(7) 中間財務諸表に関する注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,487,510千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,656,180千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,572,791千円

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

受取手形 216,742千円

建物 899,587 〃

機械及び装置 44,799 〃

土地 1,667,439 〃

投資有価証券 21,696 〃

その他 12,400 〃

計 2,862,664 〃

上記のうち、工場財団設定分 

建物 806,766千円

機械及び装置 44,799 〃

土地 1,606,499 〃

計 2,458,064 〃

 (2) 上記に対応する債務額 

短期借入金 438,250千円

長期借入金 1,751,000 〃

計 2,189,250 〃
 

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

受取手形 74,530千円

建物 942,817 〃

機械及び装置 35,570 〃

土地 1,667,439 〃

投資有価証券 ― 〃

その他 12,400 〃

計 2,732,757 〃

上記のうち、工場財団設定分 

建物 839,677千円

機械及び装置 35,570 〃

土地 1,606,499 〃

計 2,481,747 〃

 (2) 上記に対応する債務額 

短期借入金 217,000千円
一年以内返済予
定の長期借入金

2,327,500 〃

計 2,544,500 〃
 

※２ 担保資産 

 (1) 担保に供している資産 

受取手形 224,739千円

建物 896,596 〃

機械及び装置 39,655 〃

土地 1,667,439 〃

投資有価証券 18,274 〃

その他 12,400 〃

計 2,859,104 〃

上記のうち、工場財団設定分 

建物 796,899千円

機械及び装置 39,655 〃

土地 1,606,499 〃

計 2,443,054 〃

 (2) 上記に対応する債務額 

短期借入金 244,000千円
一年以内返済予
定の長期借入金

462,000 〃

長期借入金 1,440,000 〃

計 2,146,000 〃
 

―――― ※３ 手形割引高 

受取手形割引高 987,020千円
 

―――― 

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

    なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形 44,921千円

支払手形 48,738 〃
 

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

    なお、当中間会計期間末日

が金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形 2,634千円

支払手形 142,498 〃
 

※４ 当事業年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換

日をもって決済処理しており

ます。なお、当事業年度末日

が金融機関の休日であったた

め、次の当事業年度末日満期

手形が、当事業年度末残高に

含まれております。 

受取手形 26,183千円

支払手形 98,273 〃
 

※５ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資

産のその他に含めて表示し

ております。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

―――― 

※６ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。 

    当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとお

りであります。 
 
貸出コミットメントの総額 

 2,000,000千円

借入実行残高 550,000 〃

差引額 1,450,000 〃
 

※６ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。

    当中間会計期間末における

貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとお

りであります。 
 
貸出コミットメントの総額 

 2,000,000千円

借入実行残高 1,220,000 〃

差引額 780,000 〃
 

※６ 当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため取引

銀行４行と貸出コミットメン

ト契約を締結しております。

    当事業年度末における貸出

コミットメントに係る借入金

未実行残高等は次のとおりで

あります。 
 
貸出コミットメントの総額 

 2,000,000千円

借入実行残高 600,000 〃

差引額 1,400,000 〃
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(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 399千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 578千円
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 720千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 28,733千円

支払手数料 21,994千円

たな卸資産 
廃棄損 

46,523千円

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 35,044千円

支払手数料 3,548千円

たな卸資産
廃棄損 

15,517千円

 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 57,182千円

支払手数料 24,170千円

たな卸資産 

廃棄損 
104,830千円

 
※３ 固定資産売却損の内容は、次

のとおりであります。 

機械及び装置 90,985千円
 

―――― ※３ 固定資産売却損の内容は、次

のとおりであります。 

機械及び装置 90,985千円
 

※４ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

工具器具及び
備品 

471千円

 

※４ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

建物 502千円

構築物 63千円

機械及び装置 1千円

計 566千円
 

※４ 固定資産除却損の内容は、次

のとおりであります。 

建物 27千円

工具器具及び
備品 

558千円

計 585千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 71,712千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 84,740千円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 158,721千円
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 32,624,000 ― ― 32,624,000

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 58,950 2,467 ― 61,417

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  2,467株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
 

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 32,624,000 ― ― 32,624,000

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 65,834 16,166 ― 82,000

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  16,166株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 
 

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年５月21日 
取締役会 

普通株式 195,348 ６ 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

 

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(千円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成19年10月29日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 113,897 3.50 平成19年９月30日 平成19年12月４日
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 32,624,000 ― ― 32,624,000

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 58,950 6,884 ― 65,834

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  6,884株 

 

３ 配当に関する事項 

  基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
(千円) 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成19年５月21日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 195,348 ６ 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

現金及び 
預金勘定 

910,728千円

現金及び 
現金同等物 

910,728 〃

  

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

現金及び 
預金勘定 

1,630,754千円

現金及び 
現金同等物 

1,630,754 〃

  

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

 

現金及び 
預金勘定 

1,073,985千円

現金及び 
現金同等物 

1,073,985 〃
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(リース取引関係) 

(単位 千円) 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  
 
機械及
び装置 
 
 
車両 
運搬具 
 
工具器
具及び
備品 
 
 
無形固
定資産 
 
 
 
合計 

取得 
価額 
相当額 
 107,700 2,870 30,947 15,345 156,862

減価 
償却 
累計額 
相当額 

 7,183 430 20,424 2,917 30,955

中間 
期末 
残高 
相当額 

 100,516 2,439 10,523 12,427 125,906

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 
 
機械及
び装置

 
車両
運搬具

工具器
具及び
備品

 
無形固
定資産

 
 
合計

取得 
価額 
相当額 
262,700 2,870 19,528 26,194 311,292

減価 
償却 
累計額 
相当額 

30,784 1,004 14,675 7,490 53,955

中間 
期末 
残高 
相当額 

231,915 1,865 4,853 18,703 257,337

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 
 
機械及
び装置 
 
 
車両 
運搬具 
 
工具器
具及び
備品 
 
 
無形固
定資産

 
 
合計

取得 
価額 
相当額
262,700 2,870 19,528 21,344 306,442

減価 
償却 
累計額
相当額

14,952 717 12,363 4,952 32,986

期末 
残高 
相当額
247,747 2,152 7,164 16,391 273,455

 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 20,255 

１年超 108,425 

合計 128,680 
 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年以内 39,530 

１年超 222,368 

合計 261,899 
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年以内 38,063 

１年超 239,114 

合計 277,177 
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 15,295 

減価償却費相当額 13,410 

支払利息相当額 2,607 
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 24,723 

減価償却費相当額 21,255 

支払利息相当額 5,334 
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 30,912 

減価償却費相当額 26,860 

支払利息相当額 5,723 
 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

……リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

 オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 2,700 

１年超 3,796 

合計 6,496 
 

 オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 1,914 

１年超 638 

合計 2,552 
 

 オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 1,914 

１年超 1,595 

合計 3,509 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

(単位 千円) 

区分 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

  その他有価証券 取得原価 
中間貸借対照表 
計上額 

差額 

   株式 161,659 226,603 64,944 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位 千円) 

区分 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

  子会社株式 中間貸借対照表計上額 

  非上場株式 11,350 

  その他有価証券 中間貸借対照表計上額 

  非上場株式 5,000 

 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

(単位 千円) 

区分 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

  その他有価証券 取得原価 
中間貸借対照表 
計上額 

差額 

   株式 261,764 273,873 12,109 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位 千円) 

区分 
当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

  子会社株式 中間貸借対照表計上額 

  非上場株式 11,350 

  その他有価証券 中間貸借対照表計上額 

  非上場株式 5,000 
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前事業年度末(平成19年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

(単位 千円) 

区分 
前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

  その他有価証券 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

   株式 261,764 281,029 19,264 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位 千円) 

区分 
前事業年度末 

(平成19年３月31日) 

  子会社株式 貸借対照表計上額 

  非上場株式 11,350 

  その他有価証券 貸借対照表計上額 

  非上場株式 5,000 
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(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

(単位 千円) 

契約額等 

区分 種類 

 うち１年超 

時価 評価損益 

金利スワップ取引  
市場取
引以外
の取引 

受取変動・支払固定 340,000 340,000 △10,865 △10,865

合計 340,000 340,000 △10,865 △10,865

(注) 時価の算定方法 

契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

(単位 千円) 

契約額等 

区分 種類 

 うち１年超 

時価 評価損益 

金利スワップ取引  
市場取
引以外
の取引 

受取変動・支払固定 340,000 340,000 △6,563 △6,563

合計 340,000 340,000 △6,563 △6,563

(注) １ 時価の算定方法 

契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用している金利スワップ取引については、開示の対象から除いております。 
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前事業年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

(単位 千円) 

契約額等 

区分 種類 

 うち１年超 

時価 評価損益 

金利スワップ取引  
市場取
引以外
の取引 

受取変動・支払固定 340,000 340,000 △8,420 △8,420

合計 340,000 340,000 △8,420 △8,420

(注) １ 時価の算定方法 

契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

２ ヘッジ会計を適用している為替予約取引については、開示の対象から除いております。 
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(持分法投資損益等) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  該当事項はありません。 
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(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日 ) 
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

１株当たり純資産額 81円48銭 

 

１株当たり純資産額 97円84銭

 

１株当たり純資産額 89円54銭

 

１株当たり中間純利益 12円58銭 

 

１株当たり中間純利益 14円86銭

 

１株当たり当期純利益 21円26銭

 
 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

409,557千円 

普通株式に係る中間純利益 

409,557千円 

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

32,564,175株 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎 

中間損益計算書上の中間純利益 

483,636千円

普通株式に係る中間純利益 

483,636千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

32,551,449株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎 

損益計算書上の当期純利益 

692,408千円

普通株式に係る当期純利益 

692,408千円

普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳 

該当事項はありません。 

普通株式の期中平均株式数 

32,562,565株
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５ その他 

生産、受注および販売の状況 

 (1) 生 産 実 績 

(単位 千円) 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日至 平成18年９月30日)
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

機 種 別 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比
 ％ ％ ％

ラ ッ プ 盤 4,533,152 74.1 3,211,476 57.5 8,885,792 70.4

ホ ブ 盤 254,615 4.2 675,102 12.1 559,375 4.4

フ ラ イ ス 盤 108,400 1.8 201,876 3.6 278,030 2.2

レ ン ズ 加 工 機 ― ― 78,050 1.4 69,972 0.6

Ｃ Ｍ Ｐ 297,247 4.8 351,681 6.3 914,891 7.3

部 品 905,901 14.8 1,043,486 18.7 1,872,534 14.8

歯 車 20,799 0.3 20,335 0.4 41,591 0.3

そ の 他 629 0.0 ― ― 629 0.0

合 計 6,120,746 100.0 5,582,008 100.0 12,622,816 100.0

 

 (2) 受 注 実 績 

① 受 注 高 

(単位 千円) 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日至 平成18年９月30日)
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

機 種 別 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比
 ％ ％ ％

ラ ッ プ 盤 3,618,195 69.9 2,442,514 53.9 7,412,272 63.6

ホ ブ 盤 324,665 6.3 542,033 12.0 860,982 7.4

フ ラ イ ス 盤 60,750 1.2 136,640 3.0 355,565 3.0

レ ン ズ 加 工 機 ― ― 99,550 2.2 112,472 1.0

Ｃ Ｍ Ｐ 294,827 5.7 246,681 5.4 906,271 7.8

部 品 858,392 16.6 1,045,486 23.1 1,968,134 16.9

歯 車 19,299 0.4 19,335 0.4 42,391 0.3

そ の 他 △2,770 △0.1 ― ― △2,770 △0.0

合 計 5,173,360 100.0 4,532,241 100.0 11,655,319 100.0
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② 受 注 残 高 

(単位 千円) 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 機 種 別 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比
 ％ ％ ％

ラ ッ プ 盤 3,697,868 75.2 2,882,696 66.6 3,139,304 64.4

ホ ブ 盤 284,650 5.8 352,517 8.1 498,207 10.2

フ ラ イ ス 盤 60,750 1.2 120,700 2.8 185,935 3.8

レ ン ズ 加 工 機 ― ― 64,000 1.5 42,500 0.9

Ｃ Ｍ Ｐ 461,200 9.4 350,000 8.1 455,000 9.3

部 品 404,990 8.2 550,100 12.7 548,100 11.2

歯 車 8,500 0.2 9,800 0.2 10,800 0.2

そ の 他 ― ― ― ― ― ―

合 計 4,917,958 100.0 4,329,814 100.0 4,879,847 100.0

 

 (3) 販 売 実 績 

(単位 千円) 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日至 平成18年９月30日)
 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日至 平成19年９月30日)
 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

機 種 別 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比
％ ％ ％

ラ ッ プ 盤 4,533,152 74.3 2,699,122 53.1 8,885,792 70.4

ホ ブ 盤 237,815 3.9 687,722 13.5 560,575 4.4

フ ラ イ ス 盤 108,400 1.8 201,876 4.0 278,030 2.2

レ ン ズ 加 工 機 ― ― 78,050 1.6 69,972 0.6

Ｃ Ｍ Ｐ 297,247 4.9 351,681 6.9 914,891 7.3

部 品 905,901 14.8 1,043,486 20.5 1,872,534 14.8

歯 車 20,799 0.3 20,335 0.4 41,591 0.3

そ の 他 629 0.0 ― ― 629 0.0

合 計 6,103,946 100.0 5,082,274 100.0 12,624,016 100.0

( う ち 輸 出 高 ) (3,405,691) (55.8) (2,904,936) (57.2) (6,614,710) (52.4)

 




